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こどもの相談窓⼝についてー⽂部科学省ー
昨今、教員による不適切な指導やそれを起因とする⾃殺（指導死）、いじめ重⼤事態の事例は多数報告されてる。
例えば・・・
l 旭川市の廣瀬爽彩さん凍死事件
l 福岡県での剣道部の顧問の不適切指導と上級⽣からの壮絶ないじめによる⾃死の事例
l 札幌市において教員が特別⽀援学級の⽣徒に暴⾏をふるって複数の児童が不登校になっていた事例
l 札幌市において不適切指導による⾃死があったにも関わらず3年以上も教育委員会が取り合わなかった事例

公的な統計が取られていない1989年から2021年までの間で、不適切指導が原因の⾃殺が93件、未遂とみられるケースが15
件あり、少なくとも108件の問題事例が判明している。少なくともこれらは、教育委員会で解決なされていない。

出典︓指導死親の会

24時間相談ダイヤルの仕組み

【令和4年度 相談結果】
「教職員との関係」の相談・・・7,543件
「いじめ問題」の相談・・・6,735件

それらの相談に対して
ü どのような対応がとられたのか、⼀切把握されていない
ü 相談対応のフローも定型化されていない
ü 報告書の作成や保管も定められていない

出典︓⽂部科学省
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こどもの相談窓⼝についてー法務省ー

2

【令和4年度 相談結果】
「教育職員関係」の「体罰」…296件
「教職員関係」の「その他」…3,783件
「いじめ」・・・5,885件
※コロナ禍以前の10年間は「体罰」は500件程度、
「その他」は5,000〜6,000件程度で推移。

それらの相談に対して…
ü 相談者が保護者なのか⼦どもなのか統計がない
ü 体罰やいじめ等の重⼤な事案であっても「告発」「通告」
「勧告」の措置はほとんど取られていない。

ü 援助や要請で留まっていて、⼈権救済がほどんど機能し
ていないと考えられる。

出典：法務省
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決算委員会︓こどもの問題解決機関について
l 決算委員会（2024/04/15）

– こどもの問題解決機関について
→ 法務省 柴⽥紀⼦ 審議官

法務省の⼈権擁護機関がとった措置について、⼈権擁護機関から教育委員会への連
携、情報連携も⾏われていないという説明も今回受けたんですけれども、間違いないか。
法務省としても、相談者が同意した場合には、⽂科省と連携して、情報を共有すること
で踏み込んだ措置と問題解決を図ることができるスキームを整備すべきだと思いますが
、この辺り、法務省、⽂科省、いかがでしょうか。
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この点、…⽂部科学省とも協議の上、今般、学校を相⼿⽅とする⼈権侵犯事件の調査において
関係者として教育委員会等から聴取を⾏い、調査の結果、⼈権侵犯の事実が認められた場合
に、当該教育委員会等から処理結果の情報提供の求めがあったときは、当該情報を提供する
ことといたしました。
今後も、⽂部科学省との連携を深めつつ、こどもの被害救済に積極的に取り組んでまいりたい
と考えております。
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教育委員会等に対する処理結果の情報提供について（通知）
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決算委員会︓こどもの問題解決機関について
l 決算委員会（2024/04/15）

– こどもの問題解決機関について
→ 加藤鮎⼦ こども政策担当⼤⾂

教育委員会がなかなか問題を解決できない、⼈権擁護機関が解決できないということで、いよ
いよこども庁の出番かなと思っております。⾃治体任せにせずに、あるいは⾏政の縦割りにせず、
横割り、縦割りを打破するというのがこども家庭庁のいわゆる設置の⽬的だったと思っております
ので、是⾮こういった問題に関するこどもに対するこの利益を守るための相談の機関をしっかりこ

ども家庭庁としても位置付けて設置すべきではないか

こどもの権利が侵害された場合の救済といった個別事案の対応は、⼀義的には地⽅公共団
体において⾏われるべきものと考えてございます。・・・こども家庭庁としましては、まずは地⽅公
共団体における取組が広がっていくよう、しっかりと進めてまいりたいと考えております。


